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研究成果の概要：本研究は、異職種間コラボレーションの技能の教育に焦点化した臨床心理

職の教育・訓練プログラムを開発することを目的とした。まず、イギリスとカナダの 8 つの大

学院／教育機関にて教育内容の実態調査を行い、得られた情報を元に、日本の臨床心理職養成

大学院に適した教育・訓練プログラムについて考察した。次に、大学院生を対象として、ロー

ルプレイング課題を用いた訓練プログラムを試行したところ、コラボレーション技能が高まる

効果が見られた。今後、プログラムの内容や評価方法について検討・改善していきたい。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,500,000 0 1,500,000 

2007 年度 1,100,000 0 1,100,000 

2008 年度 500,000 150,000 650,000 

年度    

  年度    

総 計 3,100,000 150,000 3,250,000 

 
 
研究分野：臨床心理学 
科研費の分科・細目：心理学・臨床心理学 
キーワード：コラボレーション、臨床心理職、教育・訓練、効果研究 
 
１．研究開始当初の背景 
近年、世界的に、対人援助サービスの専門

職間のコラボレーション、専門職と利用者の
間のコラボレーションの必要性が唱えられ
ている。欧米では、臨床心理職が異職種と協
働して活動するための援助組織がすでに作
られ、社会に根付いている。さらに、異職種
間コラボレーションのための教育・訓練も始
められ、成果をあげつつある。 
日本の臨床心理学の分野においては、2000

年代に入ってから、援助の際の異職種間コラ
ボレーションの重要性が指摘されるように

なってきている。しかし、コラボレーション
技能の向上に焦点を当てた教育・訓練プログ
ラムについての体系的な研究はなく、教育実
践もほとんど行われていないのが実情であ
る。本研究は、初学者である修士課程の院生
を対象とした、コラボレーション技能の向上
を目的とする訓練法を開発するためのパイ
ロットスタディーである。 

また、日本においては、そもそも臨床心理
学の教育・訓練プログラムの開発や評価に関
する研究自体が乏しいという指摘もある。本
研究は、臨床心理職トレーニングの効果研究
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としても、先進的な取り組みとして位置づけ
られるものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、医療・保健・福祉・教育等の対 

人援助の領域に広く適用できるような、異職
種間コラボレーションの技能の教育に焦点
化した臨床心理職の教育・訓練プログラムを
提案することを目的とする。 
そのために、研究１では、対人援助職の多

職 種 連 携 教 育 (inter-professional 
education; IPE）や、コラボレーションに焦
点化した臨床現場研修等、先進的な教育実践
が行われている諸外国の教育・訓練プログラ
ムの実態を、聞き取り調査によって明らかに
する。 
そして、研究２では、研究１での調査を参

考にして、日本の臨床心理職の教育・訓練に
おいて有効なプログラムを考案する。最終的
に、臨床心理士指定大学院の大学院生を対象
としてプログラムを試行し、その効果を評価
することを通して、プログラムを開発する。 
 
３．研究の方法 
(1)研究１：イギリス・カナダにおける異職
種間コラボレーションの教育・訓練に関する
実態調査研究の方法 
IPE の先進的な取り組みが実践され、臨床

心理職の教育訓練も進んでいるイギリスと
カナダにおいて、IPE プログラムを実践して
いる大学教員と心理職養成系大学院の教員
を対象として、聞き取り調査とプログラムの
視察を行った。 
①IPE プログラムの視察・聞き取り調査 
イギリスでは、University of Leicester

（Department of Medical and Social Care 
Education）にて聞き取り調査と IPE プログ
ラムの視察を行った。調査協力者は、Dr. Liz 
Anderson であった。また、多職種連携教育を
推進する団体である Centre for Advancement 
of Inter-professional Education にて情報
収集を行った。調査時期は 2007年 2 月～3 月
であった。 
カ ナ ダ で は 、 University of British 

Columbia（College of Health Disciplines）
にて聞き取り調査を行った。調査協力者は、
学部長の Dr. Louise Nasmith と副学部長の
Prof. Lesley Bainbridge であった。調査時
期は 2008年 2月であった。 
②心理職養成大学院の視察・聞き取り調査 
 イギリスでは、 University of Oxford
（ Oxford Doctoral Course in Clinical 
Psychology、調査協力者は臨床訓練指導主任
の Dr. Helen Beinart と臨床指導担当の Dr. 
David Dean）、University of Bristol（Bristol 
Doctorate in Clinical Psychology、調査協
力 者 は 主 任 教 授 の Dr. Reg Morris）、

University of Leicester （ Doctorate in 
Clinical Psychology Course、調査協力者は
主任教授の Prof. Michael Wang）にて聞き取
り調査を行った。調査時期は 2007年 2 月～3
月であった。 

カ ナ ダ で は 、 University of British 
Columbia（Department of Educational and 
Counselling Psychology, and Special 
Education）にて聞き取り調査と実習授業の
視察を行った。調査協力者は、実習指導担当
の Dr. William Borgenと Dr. Ishu Ishiyama
であった。また、University of Victoria 
(Department of Educational Psychology and 
Leadership Studies)にて聞き取り調査を行
った。調査協力者は大学院担当の Dr. 
Robinder Bedi であった。カナダにおける調
査時期は 2008年 2 月～3月であった。 
 
(2)研究２：臨床心理職養成のためのコラボ
レーション技能訓練プログラムの開発研究 
 以下のような手続きで、プログラムを実施
し、効果を評定した。 
①研究の対象 

臨床心理士第一種指定校である、Ａ大学院
に在籍する大学院生 8 名（修士課程１年生 6
名、2年生 2名）。学外実習やボランティア経
験のある者もいたが、異職種間コラボレーシ
ョンを実践した経験はなかった。また、コラ
ボレーションに関する事前知識もほとんど
なかった。 
「コラボレーション技能の向上を目的と

したワークショップ」と題して研究の概要を
記した募集ポスターを作成し、参加者を募っ
た。参加者に対しては、研究趣旨、概要等の
説明を行い、研究参加およびビデオ撮影承諾
書に署名捺印を求めた。 
②研究期間 

2009 年 2 月 12 日（木）・13 日（金）の２
日間に行った。 
③プログラム実施の場所 
Ａ大学院の集団療法室とプレイルームを

使用した。 
④効果の評定方法 
 参加者に対する質問紙調査によって、プロ
グラム前後のコラボレーション技能を評価
し、プログラムの効果を検討した。 
 
４．研究成果 
(1)研究１：イギリス・カナダにおける異職
種間コラボレーションの教育・訓練に関する
実態調査研究の成果 
 実態調査の結果、以下のような点が明らか
になった。 
①IPE プログラムの実態 
イギリスの University of Leicesterのプ

ログラム“Health in Community”では、医
療関連領域の学生（医学、看護学、ソーシャ



 

 

ルワーク、作業療法、理学療法、薬学、言語
療法、臨床心理、カウンセリング心理など）
が参加していた。多職種チームでケースフォ
ーミュレーションをしたり、地域の援助資源
や患者の自宅を訪問し、聞き取り調査を行っ
たりしていた。同プログラムの Anderson 講
師によると、臨床的な課題を設定し、異職種
の訓練生が実際に共同作業を行うことがコ
ラボレーション教育において有効であると
のことであった。 
カナダの University of British Columbia

では、2008 年に、コミュニケーション技能と
患者中心の態度の教育、協働的な実践を強調
する“Competency Framework Model”という
コラボレーション能力のモデルを提唱した
とのことであった。このモデルは、研究代表
者がこれまでの実践研究からコラボレーシ
ョン教育において重要と考えていた点と多
くの点が一致していた。また、トレーニング
方法としては、多分野の学部生がチームを組
んでケースフォーミュレーションを行う方
法が主流とのことであった。 
②心理職養成大学院における教育・訓練の実
態 
 臨床心理職養成大学院においては、主に学
外実習指導と講義の中で、異職種間コラボレ
ーションに役立つ知識や技術の教育が行わ
れていた。 
a.学外実習指導による教育 
 イギリス・カナダのいずれの臨床心理職養
成大学院でも、学外実習の評価基準として
「異職種やクライエントとの協働的な関係
形成」が必須事項であり、スーパーバイザー
による指導・評価や継続的な自己評価を通し
てコラボレーションに必要な態度や能力の
育成が行われていた。 
b.講義による教育 
 いずれの大学においても、職業的な行為を
意味する“Professional Issues”と題する
授業、倫理の授業、コミュニティにおけるサ
ービス企画とマネジメントに関する授業等
が充実しており、専門職としての行為や職業
的自己発達をマネジメントする技能、コラボ
レーションの技能や方法が教育されていた。 
③考察 
 以上の実態調査を通して、コラボレーショ
ン技能の向上のための教育訓練の内容の柱
として、以下の３点があると考えた。 
a.援助専門職としての基本的態度の育成 
 クライエントの利益を第一に考えるとい
う態度の育成。 
b.コラボレーションに必要な能力の育成 
 コミュニケーション能力、チーム・マネジ
メント能力の育成。 
c.サービスの評価方法の習得 
 自分が提供したサービスの自己評価の方
法や、クライエントや異職種のスタッフとの

協働的な評価方法の教育。 
 以上、研究 1より、日本の臨床心理職教育
においても、これらの要素を取り入れた訓練
プログラムの開発が有効であるという示唆
が得られた。 
また、現在の日本の臨床心理士養成大学院

のカリキュラムや教育内容を考えると、異分
野の学生がチームを組んでケースフォーミ
ュレーションを行うという形式のプログラ
ムに修士課程の大学院生が参加することは
現実的に困難であると考えた。そこで、研究
２では、臨床心理職志望の大学院生のみを対
象として、コラボレーションに必要な基本的
態度とコミュニケーション能力、チーム・マ
ネジメント技能の向上を目的としたプログ
ラムを実施することにした。 
 
(2)臨床心理職養成のためのコラボレーショ
ン技能訓練プログラムの開発研究の成果 
①開発したプログラムの概要 
予備知識のない状態でロールプレイ（以下

RP とする）を行い、プログラムの後に再度
RP を行って、プログラムの効果研究を行うと
いう研究デザインを組んだ。 
プログラム初日には、まず参加者 8 名を抽

選で 4名ずつの 2グループに分け、グループ
ごとに１回目の RP を行った。 

RP 課題は、「発表に不安を感じてゼミを欠
席している大学生・ゼミ担任教員・学生相談
所カウンセラー」の 3者による面接場面を設
定し、20分間程度で、今後どのようにしたら
良いかを話し合うように教示した。 
抽選でカウンセラー役、教員役、クライエ

ント役、観察者役の順番を決め、4 名が 4 つ
の役割を全て取るように役割を交代し、同一
課題を 4 回行った。RPは全てビデオ録画され
た。 
各セッションの直後に、評定用紙に記入す

る時間を 10 分程度設けた。評定用紙は、①
研究代表者が独自に作成した「コラボレーシ
ョン技能評定尺度」（20項目、5件法）、②RP
中に考えたこと・気づいたこと・疑問点につ
いての自由記述、で構成された。①のコラボ
レーション行為の評定尺度は、セッション中
のカウンセラー役のコラボレーション行為
を評定するものであり、内容的には、a.コミ
ュニケーション技能に関する項目（例：クラ
イエントの話を傾聴することができた）、b.
チーム・マネジメント技能に関する項目
(例：３者の間で目標を共有することができ
た)、c.クライエント中心の態度に関する項
目(例：クライエントの希望を、今後の援助
方針を決定する際に取り入れた)、d.全体的
な面接の満足度（例：納得の行く話し合いが
できた）、で構成されていた。 

その後、グループごとに RP1 の各セッショ
ンを振り返った。それぞれの役の立場からセ



 

 

ッション中に感じていたことや疑問点を出
し合い、より良い面接にするための方法を検
討した。その後、全体で疑問点を共有した。 
2 日目には、まず、研究代表者がコラボレ

ーションを成立させるために必要な技能（コ
ミュニケーション能力、チーム・マネジメン
ト能力）と態度（クライエントの利益中心と
いう態度、異なる意見を尊重する態度）に関
する講義を行った。 
次に、各グループから 1組ずつ、計 2組の

RP1 のセッションをビデオ上映しながら、デ
ィスカッションを行った。どのような技法が
コラボレーションを成立させるために有効
であったか、それぞれの役の立場から意見を
出し合い、研究代表者がコメントした。 

その後、RP1 と同様の手順・課題で RP2 を
行い、グループごとに振り返り、RP1 と比較
しながら検討した。 
最後に、全体でワークショップ全体の振り

返りを行った。 
②プログラムの効果 
まず、コラボレーション技能評定尺度の信

頼性を確認するためにクロンバックのα係
数を算出したところ.936 という高い値が得
られた。これにより、尺度の信頼性が確認さ
れたと言える。 
次に、プログラム前後でのコラボレーショ

ン技能評定得点の変化を検討した。評定得点
を表 1に示す。コラボレーションの知識がな
いまま行った RP1の評定得点と、プログラム
後に行った RP2の評定得点の平均値を役割ご
とに t検定によって比較してみたところ、「カ
ウンセラー役（CO）」と「観察者役」におい
て、RP2 の方が RP1 よりも有意に得点が高く
なっていた。「教員役」と「クライエント役
（CL）」については、有意差は見られなかっ
た。 
 
表 1  プログラム前後の評定得点の変化 

 RP1 
Mean    

（SD） 

RP2 
Mean    

（SD） 

 
t 

CO 67.75 
（11.22） 

76.75   
（8.83） 

3.54 
*** 

教員 81.00  
（8.31） 

83.13   
（9.83） 

1.30 

CL 85.13   
（9.79） 

88.00   
（7.67） 

0.89 

観察者 79.38   
（5.60） 

87.38   
（6.26） 

3.37  
** 

注： *** p<.01 ** p<.05  
 
また、自由記述からは、RP1 と RP2 での変

化として、「カウンセラー役がクライエント
役や教員の気持ちをより共感的に聴くよう
になった」「面接の目標を明確化し、共有し
ようとする働きかけが増えた」「今後の方針

決定時にクライエントの意向を取り入れる
ようになった」「カウンセラーが一方的に説
明するのではなく、３人で考えようという姿
勢を強く感じた」といった点が多く挙げられ
た。 
③考察 
カウンセラー役、観察者役の評定得点が上 

昇したことは、a.講義によってコラボレーシ
ョンを成立させるための具体的な技能が明
示され、行動の指針が得られた、b.RPを 2回
行うことにより、自らの課題を具体的に把握
し、意識的に改善することができた、c.立場
を変えてロールを取り、他者の RP を観察す
ることで、自らの関わり方へのヒントが得ら
れた、といった効果をもたらしたのではない
かと考えられる。 
 一方で、教員役とクライエント役では、RP1
と RP2の間に有意な差が見られなかった。こ
れは、RP1 において、カウンセラー役のコラ
ボレーション技能を評定する際に、カウンセ
ラー役に対する遠慮から高めに評定する傾
向があったためではないかと考えられる。コ
ラボレーション技能の評定方法として、今回
は自己評定尺度を用いたが、この点も踏まえ
て、今後、方法の妥当性について検討する必
要がある。 
 
(3)得られた成果の位置づけとインパクト 
 本研究は、臨床心理職を対象としたコラボ
レーション技能の教育・訓練プログラムの開
発を目的としたパイロットスタディーであ
った。この目的については、ひとつのプログ
ラムを提案し、その効果を検討したことで一
定の成果を得ることができたと考えられる。 
 一方で、このプログラムは限られた少数の
対象に実施したものであり、得られた知見も
限定的なものである。今後、さらに他の対象
にも実施し、効果を検証していくことが必要
である。 
 
(4)今後の展望 
 今回の試行プログラムの内容と結果をさ
らに精査する必要がある。特に、RP課題の内
容を検討することと、講義やビデオカンファ
レンスの内容や方法が妥当であるかどうか、
検討を重ねることが必要である。また、評定
方法に関しても、評定尺度の妥当性の検証や、
第三者による評定を行うなど、さらに検討・
改善していくことが必要であると思われる。 
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